
概要 (資料)



定 員

登 録 
２５名以下 

※平成２７年４月の法改正で、２９名以下にすることが可能になりました。 

「通い」 

１５名以下 

※平成２７年４月の法改正で、以下のとおり１８名まで可能となりました。 

登録定員 利用定員 

２５名以下 登録定員の２分の１から 15 名まで 

２６名または２７名 登録定員の２分の１から 16 名まで 

２８名 登録定員の２分の１から 17 名まで 

２９名 登録定員の２分の１から 18 名まで 
 

「宿泊」 ９名以下 

 



一日の流れ
９：００～ 来所

うがい、手洗い
バイタルチェック
水分摂取
様々なアクティビティ
入浴

１１：００～ 朝の会
貯筋運動

１２：００～ 昼食
口腔ケア

１３：１５～ うたの時間など
入浴

（１３：３０～） 講師プログラム
１４：００～ 様々なアクティビティ
１５：００～ おやつ
１６：００～ 送り

１６：３０～ 団欒
テレビ等

１８：００～ 夕食
口腔ケア
団欒
アクティビティ

２０：００～ 就寝

６：３０～ 起床

７：００～ 朝食
口腔ケア
団欒
テレビ等



利用者さんのお住まいの地域
（2016年6月１日現在）

＜通常の事業の実施地域（所沢市）＞

中新井町・並木町・北原町・こぶし町・中富町・下富町・美原町・若松町・
中富南町・東新井町・神米金町・松葉町・弥生町・花園町・泉町・緑町・
北所沢町・北岩岡町



職員体制

従業者の職種 常 勤 非常勤 職務の内容 合 計

１．事業所長（責任者） １名 施設全般の管理責任 １名

２．管理者 １名 事業内容調整・相談業務 １名

３．介護支援専門員 １名 サ－ビスの調整・相談業務 ※ １名

４．介護職員 １名 １２名 日常生活の介護 ※１３名

５．看護職員 ２名 健康チェック等の医務業務 ２名

上記の１４名（※）の内
●夜 勤 従事者：８名
●訪問介護従事者：５名

≪職員の人員（配置）最低基準≫
通所介護 ⇒ 利用者５名に対して職員１名
小規模多機能 ⇒ 利用者３名に対して職員１名



料金表（介護保険部分）
小規模多機能型居宅介護（１単位あたりの単価：１０．３３円）

区 分 利用単位 利用料金 利用者負担額の目安（ ）は２割負担

要支援１ １か月 ３,４０３単位 ３５,１５２円 ３,５１６円 （７，０３１円）

要支援２ １か月 ６,８７７単位 ７１,０３９円 ７,１０４円 （１４，２０８円）

要介護１ １か月 １０,３２０単位 １０６,６０５円 １０,６６１円 （２１，３２１円）

要介護２ １か月 １５,１６７単位 １５６,６７５円 １５,６６８円 （３１，３３５円）

要介護３ １か月 ２２,０６２単位 ２２７,９００円 ２２,７９０円 （４５，５８０円）

要介護４ １か月 ２４,３５０単位 ２５１,５３５円 ２５,１５４円 （５０，３０７円）

要介護５ １か月 ２６,８４９単位 ２７７,３５０円 ２７,７３５円 （５５，４７０円）

初期加算
１回 ３０単位 ３０９円 ３１円 （６２円）

登録日から３０日を上限として算定します。３０日を超える入院後も同様に算定します。

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

１か月 ３５０単位 ３,６１５円 ３６２円 （７２３円）

直接サ－ビスを提供する従事者の総数のうち、勤続年数３年以上の者の占める割合が１００分の３０以上である場合に算
定します。

認知症加算（Ⅰ）
１か月 ８００単位 ８,２６４円 ８２７円 （１，６５３円）

認知症日常生活自立度Ⅲ以上の利用者に算定します。

認知症加算（Ⅱ）
１か月 ５００単位 ５,１６５円 ５１７円 （１，０３３円）

要介護２及び認知症日常生活自立度Ⅱの利用者に算定します。

総合マネジメント体制強化加算

１か月 １０００単位 １０，３３０円 １，０３３円 （２，０６６円）

利用者の生活全般に着目して日頃から主治医や看護師、他の従業者などとの意思疎通を図り、地域活動に積極的に参加し
ている場合に算定します。

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
利用単位数の合計に７.６％を掛けた単位数（利用者負担額は単位数の１割または２割負担）

介護職員の賃金計画や研修計画等、所定の要件を満たしているため算定します。



料金表（実費部分）
食費 １食 朝食：３００円 昼食：７５０円 夕食：６００円 

宿泊費 １泊 
３人部屋・和室 １,５００円 

個室      ２,０００円 

入浴タオルのリ－ス料 １回 ５０円 

歯ブラシ代 初回および交換時 １２０円 

外出行事費用 都度 アンケートで参加費などの費用をお知らせします。 

手芸・水墨画・書道 １回 １００円 

制作系プログラム 都度 材料等の実費 

※ 介護給付費に係る費用は、要介護ごとに１か月単位での包括費用（定額）です。月途中での登録開

始や登録終了を除き、日割り計算は行いません。 

※ その他の料金（実費負担分）として、通常の事業の実施地域以外の利用者に対する送迎費及び交通

費、小規模多機能型居宅介護サービス、介護予防小規模多機能型居宅介護サービスのなかで提供さ

れる便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係わる費用であって、利用者に負担さ

せることが適当と認められる費用があります。 



≪ﾃﾞｨｻｰﾋﾞｽとｼｮｰﾄｽﾃｨを利用した場合≫

要介護１の場合

月 火 水 木 金 土 日

第1週 通所 通所 通所

宿泊第2週 通所 通所 宿泊 宿泊

第3週 通所 通所 通所

第4週 通所 通所 通所

サービス 回数 単位数 合計単位数

通所（7時間以上） 11回 7,216

10,180
通所（入浴介助） 11回 550

ショートステイ 3日 2,046

ショートステイ（送迎加算） 2回 368

≪小規模多機能型居宅介護を利用した場合≫

サービス 合計単位数

小規模多機能型居宅介護 10,320

月 火 水 木 金 土 日

通所 通所 通所

宿泊 宿泊

通所 通所 通所 通所 通所

宿泊 宿泊

通所 通所 通所

通所 通所 通所

「通所」と「宿泊」のモデル



≪ﾃﾞｨｻｰﾋﾞｽとｼｮｰﾄｽﾃｨを利用した場合≫

要介護２の場合

≪小規模多機能型居宅介護を利用した場合≫
月 火 水 木 金 土 日

7:00

8:00

9:00

通所 通所

10:00

11:00

12:00

13:00 宿泊 宿泊

14:00

15:00

16:00

17:00

18:00

19:00

サービス 回数 単位数 合計単位数

通所（7時間以上） 8回 6,200

14,080
通所（入浴介助） 8回 400

ショートステイ 8日 6,008

ショートステイ（送迎加算） 8回 1,472

月 火 水 木 金 土 日

7:00

8:00 宿泊

9:00

通所 通所 通所 通所

10:00

11:00

12:00

13:00

14:00

15:00

16:00

17:00

宿泊18:00

19:00

サービス 合計単位数

小規模多機能型居宅介護 15,167



≪ﾃﾞｨｻｰﾋﾞｽとｼｮｰﾄｽﾃｨを利用した場合≫

要介護３の場合

≪小規模多機能型居宅介護を利用した場合≫

月 火 水 木 金 土 日

7:00

8:00 宿泊 宿泊 宿泊

9:00

通所 通所 通所 通所 通所 通所

10:00

11:00

12:00

13:00

14:00

15:00

16:00

17:00

18:00 宿泊 宿泊 宿泊

19:00

月 火 水 木 金 土 日

7:00

8:00

9:00

通所 通所

10:00

11:00

12:00

13:00 宿泊 宿泊 宿泊 宿泊

14:00

15:00

16:00

17:00

18:00

19:00

サービス 回数 単位数 合計単位数

通所（7時間以上） 8回 7,184

22,008
通所（入浴介助） 4回 200

ショートステイ 16日 13,152

ショートステイ（送迎加算） 8回 1,472

サービス 合計単位数

小規模多機能型居宅介護 22,062



≪ショートスティを利用した場合≫

要介護４の場合

≪小規模多機能型居宅介護を利用した場合≫

月 火 水 木 金 土 日

7:00

8:00

9:00

10:00

11:00

12:00

宿泊 宿泊 宿泊 宿泊 宿泊 宿泊

13:00

14:00

15:00

16:00

17:00

18:00

19:00

月 火 水 木 金 土 日

7:00

8:00 宿泊 宿泊 宿泊 宿泊

9:00

通所 通所 通所 通所 通所 通所

10:00

11:00

12:00

13:00

14:00

15:00

16:00

17:00

18:00 宿泊 宿泊 宿泊 宿泊

19:00

サービス 合計単位数

小規模多機能型居宅介護 24,350

サービス 回数 単位数 合計単位数

ショートステイ 24回 21,384
24,328

ショートステイ（送迎加算） 16回 2,944



（参考）Ｈ27改定

短期利用居宅介護費

利用者の状態や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、
緊急に利用することが必要と認めた場合であって、指定小規模多機能型居宅介護事業所の介護
支援専門員が、当該事業所の登録者に対するサービスの提供に支障がないと認めた場合、7日
以内（利用者の日常生活上の世話を行う家族等の疾病等やむを得ない事情がある場合は14日以
内）、指定小規模多機能型居宅介護事業所を短期利用することができる。
ただし、指定小規模多機能型居宅介護事業所が短期利用居宅介護費を算定するには、いくつ

かの基準を満たしていなければならない。

※小規模多機能ひまわりでは、短期利用の受け入れについて、検討中です。

要介護度 単位数（1日につき）

要介護１ 565単位

要介護２ 632単位

要介護３ 700単位

要介護４ 767単位

要介護５ 832単位



「運営推進会議」とは、介護保険法の「指定地域密着型サービスの運営に関する基準」（以下、

運営基準）において、小規模多機能型居宅介護事業所等に設置が義務づけられています。「利用者、

市町村職員、地域住民の代表者等に対し、提供しているサービス内容等を明らかにすることにより、

事業所による利用者の「抱え込み」を防止し、地域に開かれたサービスにすることで、サービスの

質の確保を図ることを目的」としています。

また、運営基準の中で「提供するサービスの質を自ら評価するとともに、定期的に外部の者によ

る評価を受けて、それらの結果を公表すること」が義務付けられています。 平成２７年度より

「運営推進会議を活用した評価」として実施することとなり、利用者さんご家族、自治会関係者

（自治会長や民生委員）、市職員、地域包括支援センター職員、などの皆様から意見を得ることに

より、新たな課題や改善点を明らかにし、サービスの質の向上を図っています。

運営推進会議とサービス評価



平成27年度「サービス評価」①

小規模多機能型居宅介護「サービス評価」 総括表

法人名
社会福祉法人
向日葵会

代表者 中澤 博子 法人・
事業所
の特徴

地域住民が主体となって設立した保育園を母体とする法人です。そして、保育園
設立に奔走した親たちが中心となり、地域住民と協力して「自分たちが入りたい
高齢者施設」を創りました。現在、２つの保育園の他、デイサービスセンター、
小規模多機能、居宅介護支援センター、地域包括支援センター（市の委託）を運
営しています。事業所名

小規模多機能
ひまわり

管理者 山田 恭史

出席者
市町村職員

知見を有するも
の

地域住民・地域
団体

利用者 利用者家族
地域包括支援ｾﾝ

ﾀｰ
近隣事業所 事業所職員 その他 合計

１人 １人 １人 ０人 ５人 １人 ０人 ３人 ０人 １２人

項 目 前回の改善計画
前回の改善計画に対する取組み・

結果
意見 今回の改善計画

Ａ．事業所
自己評価の
確認

○ 職員研修とはどのようなも
のなのか、具体的に伝えて
もらえれば理解しやすい。

○ 職員体制や内部運営など
「外部評価」を実施するた
めに必要な情報提供を行う。

Ｂ．事業所
のしつら
え・環境

○ 小規模多機能の玄関より手
前にあるディサービスの玄
関ですら、わかりづらい。

○ ディサービスの玄関扉が重
く、開けづらい。

○ ディサービス玄関横の事務
所に人がいないと聞くこと
もできない。

○ 小規模多機能の存在や位置
がわかるような掲示を実施
する。

○ １階事務所において常に総
合案内ができるようにする。



平成27年度「サービス評価」②

Ｃ．事業所
と地域のか
かわり

○ 小規模多機能型居宅介護事
業とは具体的にどのような
サービスなのか。所沢市内
で高齢化率１位の地域なの
で、どのようなサービスが
地域にあるのかは関心が高
い。

○ とりわけ、中新井の地域に
おいて、自治会開催の行事
や取り組みに参加させてい
ただく中で、小規模多機能
や第２ひまわりの宣伝を行
うとともに、あらためて法
人全体の理念や各事業所の
サービス内容を地域住民に
知っていただけるように工
夫する。

Ｄ．地域に
出向いて本
人の暮らし
を支える取
組み

○ プログラムが多すぎて疲れ
ないのか。
→静養が必要な方には休んで
いただく等、利用者さん一人
一人のペースに合わせている。

○ 地域に困っている人がいた
場合、小規模多機能ひまわ
りをすぐに使えるのか。

→正式には包括支援センター
が窓口となり、介護認定を受
けたうえで登録し、利用とな
る。
→小規模多機能ひまわりにご
相談いただければ包括支援セ
ンター等に繋げられる。

○ 運営推進会議において情報
を共有し、地域（中新井自
治会）との連携・協働した
取り組みを進める。

○ 利用者さんの住む地域の
（利用者さんにかかわって
いる）民生委員をはじめと
する地域住民の皆さんとの
連携を進める。



平成27年度「サービス評価」③

Ｅ．運営推進
会議を活かし
た取組み

○ 運営推進会議を基準省令に
基づく回数（2か月に1回）
を平成27年度下期に確保て
きるように努力する。

○ 平成２７年度は、５月９日
（土）、８月２９日（土）、
１２月１２日（土）、３月
５日（土）の４回実施した。
（平成２６年度は２回）

○ 具体的にどのような意見に
ついて、どう取り組んだの
か報告してもらいたい。

○ 運営推進会議を年6回開催す
ることは、出席者（特に地
域の方）にも負担ではない
か？

○ 運営推進会議は地域の方に
知っていただくことが目的。

○ 「運営推進会議」で出され
た意見に対する対応の結果
や進捗状況を報告する。

○ 運営推進会議の年間計画を
作成し、会議形式だけでな
く行事見学を含める等、出
席者への負担を軽減しなが
ら年６回の開催を目指す。

○ 運営推進会議において情報
を共有し、地域（中新井自
治会）との連携・協働した
取り組みを進める。

Ｆ．事業所の
防災・災害対
策

○ 引き続き「9」のつく日の地
震訓練、年2回の防災（避
難）訓練を実施する他、小
規模多機能独自の夜間帯の
避難訓練を実施する。

○ 「９」のつく日の地震訓練
を概ね実施している。

○ 年２回の防災訓練を実施し
た。１０月１４日は職員の
み、１１月２０日は利用者
さんとともに。

○ 小規模多機能独自の夜間帯
の避難訓練は実施できてい
ない。夜間帯の火災時の事
業所近隣職員の応援連絡網
を作成した。１階のデイ
サービスセンターに設置し
てあった火災通報装置（専
用電話機）の子機を２月に
２階の小規模多機能にも設
置した。

○ 災害時、法人として中新井
自治会に協力することを前
会長と話をしている。

→協力内容が文章化されてい
るとわかりやすい。

○ 東日本大震災の時、帰宅難
民になった家族の利用者の
お泊りに急遽対応したこと
がある。基準を作って契約
書等で利用者・家族の了解
を得ておくことも必要では
ないか。

○ 普段から災害伝言ダイヤル
の利用を呼び掛けておくこ
とも災害対策になる。

○ 夜間の防災訓練を実施する。
○ 自治会主催の防災訓練に参

加する。
○ １年かけて、（法人・高齢

者部門の）防災計画（「事
業継続計画」）を作成する。


